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「臨床子宮内膜症の診断に際して最も適切な方法は何か、最も優れた治療法はどのよ

うなものか」をリサ－チクエスチョンとして、分担研究者と協力者の全国１３施設に

おいて本研究は行なわれた。平成９年度厚生省心身障害研究では、腹腔鏡および開腹

手術症例で月経周期を有するすべての患者を対象として、術前に得られた自覚症状、

診察ならびに検査所見と子宮内膜症診断との関連を前方視的に検討し、子宮内膜症の

診断に際して重要な自他覚所見について提示した。最終的に集積された症例数は８０

３例であり、子宮内膜症は２８７例（３５．７％）に存在した。本研究は、平成９年

度厚生省心身障害研究に引き続いて行なわれ、子宮内膜症に対する手術および手術後

に行なわれた薬物療法による自他覚所見の改善度を検討した。平成９年１０月から１

２月までの３カ月間に子宮内膜症と診断された１６７症例のうち、術後１カ月と１２

カ月の経過が観察された１１２症例を対象として以下の成績が得られた。

１）術前に下腹痛、腰痛、性交痛および排便痛などの疼痛を有する患者のうち、術後

１カ月と１２カ月の時点で疼痛が軽快したものはそれぞれ５５％と６２％、変化なし

が３８％と２９％、増悪したものは３％と９％であった。

２）術前に下腹痛、腰痛、性交痛および排便痛を有する患者はそれぞれ７１％、５０％、

２８％、１６％存在したが、術後１カ月の時点ではそれぞれ４４％、２８％、１１％、

６％と有意に減少し、術後１２カ月の時点においてもその頻度に変化はなかった。

３）内診所見による子宮腫大、子宮可動性制限、圧痛および卵巣腫大が術前にはそれ

ぞれ４１％、２１％、３７％、５６％の患者に認められたが、術後１２カ月の時点で

はそれぞれ１４％、９％、２３％、８％と有意に減少した。

４）血清ＣＡ１２５およびＣＡ１９－９値は手術後に有意に低下した。

５）手術によって子宮内膜症病変が完全に除去された患者では、術前に下腹痛を有す

る症例の５０％、腰痛を有する症例の６４％において術後疼痛が消失した。これら症



状の消失率は、残存病変を有する患者に比して有意に高かった。

６）術後に行なわれた薬物療法の疼痛および他覚所見に対する効果は見いだせなかっ

た。

　本研究成績より、子宮内膜症に特有な疼痛症状および診察所見の手術後の改善度に

関する詳細な成績を提示することができた。今後の検討課題として、本研究で集積さ

れた子宮内膜症患者を引き続き経過観察することにより、子宮内膜症治療における最

大の問題点である再発についての解析も可能となるものと考えられる。これらの研究

成績は、子宮内膜症診療の指針となり、本症罹患女性のＱＯＬ改善に寄与するものと

期待される。




































